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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．第85期第３四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。 

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（アンリツ株式会社）、子会社37社、関連会社３社により構成

されており、計測事業、産業機械事業、情報通信事業を主たる事業として、“オリジナル＆ハイレベル”な商品の開

発、製造、販売及びサービスの提供を行っております。 

 当第３四半期連結累計期間における、当社グループの事業内容の変更と主要な関係会社の異動はありません。 

  なお、第１四半期連結累計期間より、精密計測事業の区分を「その他」から「産業機械」に変更しております。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第85期 

第３四半期連結 
累計期間 

第86期 
第３四半期連結 

累計期間 
第85期 

会計期間 
自平成22年４月１日 
至平成22年12月31日 

自平成23年４月１日 
至平成23年12月31日 

自平成22年４月１日 
至平成23年３月31日 

売上高（百万円）  53,930  66,025  77,853

経常利益（百万円）  2,915  9,029  5,362

四半期（当期）純利益（百万円）  2,188  5,964  3,069

四半期包括利益又は包括利益（百万円）  1,366  4,959  2,498

純資産額（百万円）  38,780  43,659  39,906

総資産額（百万円）  107,637  107,421  99,249

１株当たり四半期（当期）純利益金額（円）  17.18  46.80  24.09

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期） 

純利益金額（円） 
 15.89  41.60  22.08

自己資本比率（％）  36.0  40.6  40.2

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 7,497  11,240  9,229

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △916  △1,341  △1,432

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 4,290  △1,645  △6,049

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高

（百万円） 
 36,779  35,635  27,993

回次 
第85期 

第３四半期連結 
会計期間 

第86期 
第３四半期連結 

会計期間 

会計期間 
自平成22年10月１日 
至平成22年12月31日 

自平成23年10月１日 
至平成23年12月31日 

１株当たり四半期純利益金額（円）  9.55  16.89

２【事業の内容】
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 当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 業績の状況 

 当第３四半期連結累計期間における世界経済は、欧州の政府債務問題の深刻化により欧米の景気の先行き不透明感

が高まっており、アジア地域においても景気の減速感がみられるなど、予断を許さない状況となっています。また、

東日本大震災により大きな痛手を受けた国内景気は、サプライ・チェーンの立て直しとともに回復しましたが、大幅

な円高の長期化や海外景気の低迷などにより下振れが懸念されます。 

 情報通信ネットワークの分野においては、ブロードバンド化の進展により、映像配信サービスやクラウドコンピュ

ーティングなどさまざまなサービスが生み出されており、移動通信の分野では、スマートフォンなどの多機能携帯端

末の普及拡大により通信の大容量高速化への需要が高まっています。このため、モバイル端末の通信速度の飛躍的な

向上によりデータトラフィックの増加への対応が可能な新たな通信規格であるＬＴＥ（Long Term Evolution）の商

用サービス開始が世界各国に広がっており、世界の主要な通信事業者と通信機器ベンダーによる開発投資が本格化し

ています。また、携帯端末サービスが拡大している中国やインドなどの新興国においても通信インフラの整備が積極

的に進められています。このようにビジネスチャンスが拡大するなか、当社グループは、ソリューションの機能強化

やラインアップの充実、顧客サポート力の強化整備などに取り組みました。 

 当第３四半期連結累計期間は、モバイル市場向け計測器の需要拡大により計測事業が好調に推移しました。この結

果、受注高は666億84百万円（前年同期比18.4％増）、売上高は660億25百万円（前年同期比22.4％増）となりまし

た。また、営業利益は101億29百万円（前年同期比135.0％増）、経常利益は90億29百万円（前年同期比209.7％

増）、四半期純利益は59億64百万円（前年同期比172.5％増）となりました。 

  

・セグメントの業績 

①計測事業 

 当事業は、通信事業者、関連機器メーカー、保守工事業者などへ納入する、多機種にわたる通信用及び汎用計測

器、測定システム、サービス・アシュアランスの開発、製造、販売を行っています。 

 当第３四半期連結累計期間は、北米や日本を中心に新たな通信規格であるＬＴＥのチップセット及び携帯端末の基

礎開発用計測器や、規格適合試験や相互接続試験を行う計測システムの需要が増大しました。また、アジアを中心に

多機能携帯端末の製造用計測器やネットワーク・インフラの建設・保守用計測器の需要が堅調に推移しました。この

結果、売上高は507億80百万円（前年同期比34.2％増）、営業利益は102億32百万円（前年同期比181.7％増）となり

ました。 

②産業機械事業 

 当事業は、高精度かつ高速の各種自動重量選別機、自動電子計量機、異物検出機などの食品・薬品・化粧品産業向

けの生産管理・品質保証システム、及び電機産業向けの電子部品の高密度実装における品質検査を行う精密計測機器

などの開発、製造、販売を行っています。 

 当第３四半期連結累計期間は、食品産業向けビジネスにおいて、国内、海外ともに需要が堅調に推移しましたが、

円高などの影響により、価格競争が激化しました。この結果、売上高は99億49百万円（前年同期比17.0％増）、営業

利益は２億69百万円（前年同期比11.1％増）となりました。 

③情報通信事業 

 当事業は、国土交通省をはじめとする官公庁や地方自治体へ納入する映像監視、テレメータなどの公共情報システ

ム、通信オペレーターやインターネットサービスプロバイダー等向けの映像配信システムや帯域制御装置などの開

発、製造、販売を行っています。 

 なお、当事業は、官公庁市場向けの売上比率が高いため政府・自治体の予算に左右されやすく、また、予算執行時

期との兼ね合いから、売上高の約５割が第４四半期に集中する傾向があります。 

 当第３四半期連結累計期間は、公共投資予算と密接に関連する官公庁向けビジネスが低調でした。この結果、売上

高は14億96百万円（前年同期比11.2％減）、営業損益は５億80百万円の損失（前年同期は６億40百万円の損失）とな

りました。 

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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④その他の事業 

 その他の事業は、デバイス事業、物流、厚生サービス、不動産賃貸等からなっております。 

 当第３四半期連結累計期間は、デバイス事業において前期は堅調に推移した国内映像配信市場向けの需要が一巡

し、低調でした。また、精密計測事業の区分をその他の事業から産業機械事業に変更した影響もあり、売上高は38億

円（前年同期比35.4％減）、営業利益は６億12百万円（前年同期比57.3％減）となりました。 

  

(2) 資産、負債及び純資産の状況 

 当第３四半期連結会計期間末における資産、負債及び純資産の状況は次のとおりです。 

①総資産 

 総資産は、1,074億21百万円となり、前連結会計年度末に比べ81億72百万円増加しました。これは、流動資産の増

加によるものであり、主な内訳としては、現金及び預金、たな卸資産が増加しました。 

②負債 

 負債は、637億61百万円となり、前連結会計年度末に比べ44億18百万円増加しました。 

③純資産 

 純資産は、436億59百万円となり、前連結会計年度末に比べ37億53百万円増加しました。これは、主に利益剰余金

の増加によるものです。 

 この結果、自己資本比率は40.6％（前連結会計年度末は40.2％）となりました。 

 なお、有利子負債残高（リース債務を除く）は368億19百万円（前連結会計年度末は368億39百万円）となり、ネッ

ト・デット・エクイティ・レシオは0.03（前連結会計年度末は0.22）、デット・エクイティ・レシオは0.84（前連結

会計年度末は0.92）となりました。 

  

(3) キャッシュ・フローの状況 

 当第３四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の期末残高は、356億35百万円

となり、期首に比べ76億41百万円増加しました。 

 なお、営業活動によるキャッシュ・フローと投資活動によるキャッシュ・フローを合わせたフリー・キャッシュ・

フローは、98億98百万円のプラス（前年同期は65億80百万円のプラス）となりました。 

 当第３四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。 

①営業活動によるキャッシュ・フロー 

 営業活動の結果得られた資金は、純額で112億40百万円（前年同期は74億97百万円の獲得）となりました。これ

は、主に税金等調整前四半期純利益の計上によるものです。 

 なお、減価償却費は18億78百万円（前年同期比23百万円減）となりました。 

②投資活動によるキャッシュ・フロー 

 投資活動の結果使用した資金は、純額で13億41百万円（前年同期は９億16百万円の使用）となりました。これは、

有形固定資産の取得による支出が主な要因であり、有形固定資産の取得による支出は、11億78百万円（前年同期比３

億68百万円増）となりました。 

③財務活動によるキャッシュ・フロー 

 財務活動の結果使用した資金は、純額で16億45百万円（前年同期は42億90百万円の獲得）となりました。これは、

配当金の支払12億74百万円が主な要因です。 

  

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第３四半期連結累計期間において新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題はありません。 

 なお、当社では、平成22年４月27日開催の取締役会において、株式会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者

の在り方に関する基本方針を維持することを確認しており、その内容等（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事

項）は次のとおりであります。 

①基本方針の内容 

 当社は、公開企業として当社株式の自由な売買を認める以上、特定の者の大規模な買付行為に応じて当社株式の売

却を行うか否か、ひいては会社を支配する者の在り方は、最終的には株主の皆様の意思に基づき決定すべきものと考

えます。一方で、当社は、企業価値の源泉となり株主共同の利益を構築している経営資源の蓄積を最大限に生かし、

当社グループのブランド価値を高めていくためには、中長期的観点からの安定的な経営及び蓄積された経営資源に関

する十分な理解が不可欠であると考えています。従って、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者に、これら

に関する十分な理解なくしては、当社の企業価値及び株主共同の利益が毀損されるおそれがあると考えています。 

 この点、当社は、当社株式の適正な価値を株主及び投資家の皆様にご理解いただくようＩＲ活動に努めております
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ものの、突然大規模な買付行為がなされたときに、株主の皆様が適切に大規模な買付行為に応じるか否かの判断を行

うためには、当社取締役会からの情報提供に加え、かかる大規模買付者から十分な情報を提供いただき、当社の事業

特性を十分に理解している当社取締役会がこれに対する評価・意見等を提供することにより、株主の皆様が適切な判

断を行うために必要かつ十分な情報及び時間が確保されることが極めて重要になるものと考えております。さらに、

当社株式の継続保有をお考えの株主の皆様にとっても、かかる買付行為が当社に与える影響や、買付者が考える当社

の経営に参画したときの経営方針、事業計画の内容、当該買付行為に対する当社取締役会の意見等の情報は、当社株

式の継続保有を検討するうえで重要な判断材料となると考えます。こうした観点から、当社は、企業価値及び株主共

同の利益の確保と向上のために、大規模な買付行為を行う買付者において、株主の皆様の判断のために、当社が設定

し事前に開示する一定のルール（以下「大規模買付ルール」といいます。）に従って、買付行為に関する必要かつ十

分な情報を当社取締役会に事前に提供し、当社取締役会における一定の評価期間が経過した後にのみ当該買付行為を

開始する必要があると考えております。また、大規模買付ルールに従ったものであっても、当社の企業価値又は株主

共同の利益を著しく損なうと認められる大規模な買付行為に対しては、対抗措置を講ずる必要があると考えておりま

す。 

 以上を踏まえ、当社は、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合、又は、大規模買付者が大規模買付ル

ールを遵守する場合であっても、例外的に当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうおそれが存する場

合には、かかる大規模買付者は当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であるとして、法令及び

定款によって許容される限度において相当な措置を講じることにより、当社の企業価値及び株主共同の利益の確保・

向上をはかることが必要であると考えております。 

②基本方針の実現のための取組み 

イ．基本方針の実現に資する特別な取組み 

当社は、利益ある持続的成長を目指した中期経営計画を策定し、その実現に向けてグループを挙げて取り組ん

でおります。また、当社は、コーポレート・ガバナンスの強化のため、執行役員制度の導入や独立性のある社外

取締役の選任による経営監督機能の強化、報酬諮問委員会の設置による経営の透明性の確保に努めております。

このような取組みは、当社の企業価値を高めるものであり、その結果、当社の企業価値及び株主共同の利益を

著しく損なう大規模買付者が現れる危険性を低減するものとして、前記①の基本方針に沿うものと考えます。 

ロ．基本方針に照らして不適切な者によって会社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための

取組み 

当社は、平成22年６月24日開催の当社第84期定時株主総会において、当社の企業価値及び株主共同の利益を確

保し、向上させることを目的に、「当社株式の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）」（以下「本プラ

ン」といいます。）の継続を付議し、株主の皆様のご承認を得て継続導入いたしました。 

１ 本プランの概要 

本プランは、当社株式に対する大規模買付行為（保有者の株券等保有割合が20％以上となる買付け等、又は

買付け等に係る株券等の株券等所有割合及び特別関係者の株券等保有割合の合計が20％以上となる買付け等）

が行われる場合に、株主の皆様が適切な判断を行うための必要かつ十分な情報及び時間を確保するため、当社

取締役会が、大規模買付情報の提供や当社取締役会による評価・検討期間の確保等を内容とする「大規模買付

ルール」を定め、大規模買付者に対してルールの遵守を求め、大規模買付者がルールを遵守しない場合など必

要に応じて対抗措置として新株予約権の無償割当て等を実施する、というものであります。なお、対抗措置を

発動しない場合は、ルールに定める期間経過後に、株主の皆様の判断を仰ぐこととなります。 

２ 大規模買付ルールの内容 

大規模買付者は、買付け実行に先立って当社取締役会に対し大規模買付ルールを遵守する旨の誓約文言等を

含む意向表明書を提出した後、当社の求めに応じ、大規模買付者の詳細、買付けの目的、方法及び内容、買付

け後の当社の経営方針等の大規模買付情報を提供するものとします。 

当該大規模買付情報の提供の完了後、対価を現金（円貨）のみとする公開買付けによる当社株券等の全ての

買付けの場合は60日間、その他の大規模買付行為の場合は90日間を当社取締役会による評価、検討、交渉、意

見形成及び代替案作成のための期間（以下「買付行為評価期間」といいます。）として当社取締役会に与えら

れるものとします。  

当社取締役会は、大規模買付者から大規模買付情報等の提供を受けた後、当社の業務執行を行う経営陣から

独立している社外取締役、社外監査役及び社外有識者によって構成される独立委員会に、買付け内容の検討、

対抗措置発動の是非等について諮問し、独立委員会は、買付行為評価期間内に、当該買付け内容等を検討し、

当社取締役会に対して対抗措置発動の是非を含む勧告（発動に関して株主総会の承認を得るべき旨の勧告を含

みます。）を行います。当社取締役会は、独立委員会の勧告を最大限に尊重し、最終的に対抗措置の発動・不

発動について決議するものとします。ただし、独立委員会が対抗措置の発動に際して株主総会の承認を得るべ

き旨の勧告を行った場合、当社取締役会は、株主意思確認のための株主総会を招集し、対抗措置発動に関する
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議案を付議することができるものとします。当社取締役会は、当該株主総会において対抗措置発動に関する議

案が可決された場合には、対抗措置発動の決議を行い、議案が否決された場合には、不発動の決議を行うもの

とします。 

３ 本プランの有効期間 

本プランの有効期間は、当社第84期定時株主総会終結の時から平成25年３月期の事業年度に関する定時株主

総会終結の時までの３年間とします。なお、本プランは、有効期間内であっても、当社取締役会で本プランを

廃止する旨の決議が行われた場合には、その時点で廃止されます。 

なお、本プランの詳細につきましては、インターネット上の当社ウェブサイト

（http://www.anritsu.com/ja-JP）に掲載の平成22年４月27日付プレスリリースをご覧ください。 

③具体的取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由 

本プランは、大規模買付ルールの内容等を規定するものでありますが、株主の皆様が大規模買付行為に応じるか否

かの判断を可能とするため、大規模買付者から情報提供をすること、及び、それに対する当社取締役会における一定

の評価期間が経過した後にのみ、大規模買付行為を開始することを求め、これを遵守しない大規模買付者に対して当

社取締役会が対抗措置を講じることがあることを定めております。また、大規模買付ルールが遵守されている場合で

あっても、当社の企業価値又は株主共同の利益を著しく損なうと認められる大規模買付行為に対しては、対抗措置を

講じることがあることを定めております。よって、本プランは、基本方針に沿うものであると考えます。 

また、当社は、本プランが独立委員会の設置など、公正性・客観性を担保するとともに、所定の場合には対抗措置

発動につき株主意思確認のための株主総会を招集できることとするなど、取締役会の恣意的判断を排除する仕組みが

講じられており、当社株主の共同の利益を損なうものではなく、また、当社会社役員の地位の維持を目的とするもの

ではないものと考えております。 

(5) 研究開発活動 

当社グループは、安全・安心で豊かなグローバル社会の実現に貢献するため、日本、アメリカ、ヨーロッパに有す

る開発拠点でグローバルに“オリジナル＆ハイレベル”な商品とサービスの研究開発を行っております。 

計測事業は、当社、Anritsu Company（米国）、Anritsu Ltd.（英国）、Anritsu A/S（デンマーク）、

Anritsu Solutions S.r.l.（イタリア）及びAnritsu Solutions S.R.L．（ルーマニア）において、保有する技術を

相互補完することによりシナジー効果を上げるべく協調して開発を進めております。 

産業機械事業はアンリツ産機システム㈱が、情報通信事業はアンリツネットワークス㈱が研究開発を行っておりま

す。 

当社グループにおける、当第３四半期連結累計期間の研究開発投資の金額は7,348百万円であります。 

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  （注）「提出日現在発行数」の欄には、平成24年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使に

より発行された株式数は含まれておりません。 

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。   

  

 該当事項はありません。 

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 400,000,000 

計 400,000,000 

種類 
第３四半期会計期間末
現在発行数（株） 
（平成23年12月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成24年２月10日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 128,059,797 128,059,797 
東京証券取引所 

市場第一部 
単元株式数 1,000株 

計        128,059,797   128,059,797 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（千株） 

発行済株式 
総数残高 
（千株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金 
増減額 
（百万円） 

資本準備金 
残高 
（百万円） 

平成23年10月１日～  

平成23年12月31日 
－ 128,059 － 14,056 － 23,007 

（６）【大株主の状況】
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 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成23年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。 

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれております。 

また、「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。 

  

②【自己株式等】 

  

 該当事項はありません。  

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成23年10月１日から平

成23年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

（７）【議決権の状況】

  平成23年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 - - - 

議決権制限株式（自己株式等） - - - 

議決権制限株式（その他） - - - 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     623,000 - - 

完全議決権株式（その他） 普通株式 126,995,000 126,995 - 

単元未満株式 普通株式     441,797 - - 

発行済株式総数       128,059,797 - - 

総株主の議決権 - 126,995 - 

  平成23年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

アンリツ株式会社 
神奈川県厚木市恩

名五丁目１番１号 
      621,000 - 621,000 0.48 

株式会社市川電機 
神奈川県伊勢原市

岡崎６４８８－１ 
2,000 - 2,000 0.00 

計 － 623,000 - 623,000 0.49 

２【役員の状況】

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成23年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 27,993 35,635

受取手形及び売掛金 19,175 18,747

製品 6,184 6,963

仕掛品 4,520 5,298

原材料 5,058 5,369

繰延税金資産 5,813 5,498

その他 1,207 1,610

貸倒引当金 △279 △230

流動資産合計 69,673 78,892

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 44,717 44,376

減価償却累計額 △33,927 △33,980

建物及び構築物（純額） 10,789 10,396

機械装置及び運搬具 9,464 9,108

減価償却累計額 △8,074 △7,805

機械装置及び運搬具（純額） 1,389 1,302

工具、器具及び備品 11,941 12,419

減価償却累計額 △10,714 △11,057

工具、器具及び備品（純額） 1,227 1,361

土地 4,245 4,196

建設仮勘定 0 18

有形固定資産合計 17,652 17,276

無形固定資産   

のれん 1,255 986

その他 617 599

無形固定資産合計 1,872 1,586

投資その他の資産   

投資有価証券 806 739

繰延税金資産 1,270 1,438

長期前払費用 7,571 7,054

その他 480 512

貸倒引当金 △79 △79

投資その他の資産合計 10,049 9,665

固定資産合計 29,575 28,528

資産合計 99,249 107,421
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成23年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 6,147 5,345

短期借入金 2,239 8,424

1年内償還予定の社債 － 9,900

未払法人税等 867 2,919

役員賞与引当金 93 －

その他 11,055 14,403

流動負債合計 20,403 40,993

固定負債   

社債 9,900 －

新株予約権付社債 10,000 9,995

長期借入金 14,700 8,500

リース債務 1,178 872

繰延税金負債 345 296

退職給付引当金 1,895 2,118

役員退職慰労引当金 20 21

その他 898 963

固定負債合計 38,938 22,767

負債合計 59,342 63,761

純資産の部   

株主資本   

資本金 14,051 14,056

資本剰余金 23,001 23,007

利益剰余金 10,792 15,482

自己株式 △842 △848

株主資本合計 47,002 51,698

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 122 91

繰延ヘッジ損益 △21 △19

為替換算調整勘定 △7,207 △8,183

その他の包括利益累計額合計 △7,107 △8,112

新株予約権 11 73

純資産合計 39,906 43,659

負債純資産合計 99,249 107,421
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

売上高 53,930 66,025

売上原価 29,397 34,150

売上総利益 24,533 31,875

販売費及び一般管理費 20,222 21,745

営業利益 4,310 10,129

営業外収益   

受取利息 75 55

受取配当金 23 27

その他 90 123

営業外収益合計 189 205

営業外費用   

支払利息 542 389

為替差損 843 744

その他 197 172

営業外費用合計 1,584 1,305

経常利益 2,915 9,029

特別利益   

投資有価証券売却益 － 10

特別利益合計 － 10

特別損失   

投資有価証券売却損 － 19

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 68 －

投資有価証券評価損 0 －

特別損失合計 68 19

税金等調整前四半期純利益 2,846 9,019

法人税、住民税及び事業税 868 3,024

法人税等調整額 △210 30

法人税等合計 657 3,055

少数株主損益調整前四半期純利益 2,188 5,964

四半期純利益 2,188 5,964
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 2,188 5,964

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △32 △30

繰延ヘッジ損益 0 2

為替換算調整勘定 △790 △975

持分法適用会社に対する持分相当額 △0 △0

その他の包括利益合計 △822 △1,004

四半期包括利益 1,366 4,959

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,366 4,959

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 2,846 9,019

減価償却費 1,902 1,878

のれん償却額 480 269

貸倒引当金の増減額（△は減少） 112 △22

受取利息及び受取配当金 △98 △82

支払利息 542 389

為替差損益（△は益） 2 △14

投資有価証券売却損益（△は益） － 9

投資有価証券評価損益（△は益） 0 0

有形固定資産除売却損益（△は益） 7 36

売上債権の増減額（△は増加） 4,248 △316

たな卸資産の増減額（△は増加） △4,026 △2,238

仕入債務の増減額（△は減少） 755 △375

退職給付引当金の増減額（△は減少） 156 223

前払年金費用の増減額（△は増加） 456 516

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △15 △93

未収消費税等の増減額（△は増加） △382 △252

未払消費税等の増減額（△は減少） 57 22

その他 1,426 3,343

小計 8,471 12,312

利息及び配当金の受取額 95 80

利息の支払額 △370 △251

法人税等の支払額 △796 △1,003

法人税等の還付額 97 101

営業活動によるキャッシュ・フロー 7,497 11,240

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △810 △1,178

有形固定資産の売却による収入 12 4

投資有価証券の取得による支出 △3 △3

投資有価証券の売却による収入 － 11

その他 △116 △175

投資活動によるキャッシュ・フロー △916 △1,341

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 2,179 220

長期借入金の返済による支出 △200 △200

社債の発行による収入 10,000 －

社債の償還による支出 △7,024 －

株式の発行による収入 － 5

自己株式の取得による支出 △6 △5

自己株式の売却による収入 0 0

配当金の支払額 △254 △1,274

その他 △404 △391

財務活動によるキャッシュ・フロー 4,290 △1,645

現金及び現金同等物に係る換算差額 △361 △611

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 10,509 7,641

現金及び現金同等物の期首残高 26,269 27,993

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  36,779 ※1  35,635
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

  
当第３四半期連結累計期間 

（自 平成23年４月１日 至 平成23年12月31日） 

税金費用の計算  海外子会社の税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計

年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積

り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 至 平成23年12月31日） 

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 

 第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 

  

（法人税率の変更） 

 平成23年12月２日に「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」

（平成23年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特

別措置法」（平成23年法律第117号）が公布され、平成24年４月１日以降開始する事業年度より法人税率が変更される

こととなりました。 

 当第３四半期連結累計期間の税金費用の計算にあたり、「改正法人税法及び復興財源確保法に伴う税率変更等に係る

四半期財務諸表における税金費用の実務上の取扱い」（平成24年１月20日 企業会計基準委員会 実務対応報告第28

号）Ｑ３における単一の税率の取扱いを適用しております。使用した税率は37.00％で、繰延税金資産の回収可能性の

判断の際に使用した課税所得の見積期間の各期の法定実効税率を単純に平均して算出しております。 

 この税率の変更により繰延税金資産の純額が566百万円減少し、当第３四半期連結累計期間に費用計上された法人税

等の金額が566百万円増加しております。  

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（平成23年12月31日） 

  １ 偶発債務 

  下記関係会社等に対し、債務保証等を行っております。

保証債務 

（注）（ ）内は外貨建てであり、決算日の為替相場に

   より換算しております。  

（保証先） （主な種類）  （金額）  

関係会社      

Anritsu A/S 契約履行保証  百万円 

(50,892千デンマー

ククローネ) 

803

Anritsu U.S. 

Holding, Inc. 

契約履行保証 百万円 

(5,994千米ドル) 

498

Anritsu EMEA 

Ltd. 

契約履行保証        百万円 

(24千ユーロ) 

2

他 ２社  契約履行保証等       百万円  2

   小計    百万円 1,306

関係会社以外     

従業員住宅 

ローン  銀行借入金      百万円 529

   小計     百万円 529

   合計   百万円 1,836

  １ 偶発債務 

（注）（ ）内は外貨建てであり、決算日の為替相場に

より換算しております。 

保証債務 

下記関係会社等に対し、債務保証等を行っております。

（保証先） （主な種類）  （金額）  

関係会社      

Anritsu A/S 契約履行保証  百万円 

( 千デンマー

ククローネ) 

635

46,867

Anritsu U.S. 

Holding, Inc.

契約履行保証 百万円 

( 千米ドル) 

472

6,081

Anritsu EMEA 

Ltd. 

契約履行保証       百万円 

( 千ユーロ) 

10

104

他 ２社  契約履行保証等       百万円  2

   小計    百万円 1,120

関係会社以外     

従業員住宅 

ローン  銀行借入金      百万円 419

   小計     百万円 419

   合計   百万円 1,540
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Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年12月31日） 

 １．配当金支払額  

  

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間末後

となるもの  

  該当事項はありません。  

  

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年12月31日） 

１．配当金支払額 

  

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間末後

となるもの  

     該当事項はありません。  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年12月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

             （平成22年12月31日現在） 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

             （平成23年12月31日現在） 

現金及び預金勘定 百万円 36,479

取得日から３カ月以内に償還

期限の到来する短期投資（有

価証券） 

百万円 299

現金及び現金同等物 百万円 36,779

 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている現金及び預金勘定の金

額は一致しております。 

（株主資本等関係）

（決 議） 株式の種類 配当金の総額 
１株当たり 
配当額 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年10月27日 

取締役会 
普通株式 254百万円   2.00円  平成22年９月30日  平成22年12月３日 利益剰余金 

（決 議） 株式の種類 配当金の総額 
１株当たり 
配当額 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 637百万円   5.00円  平成23年３月31日  平成23年６月29日 利益剰余金 

平成23年10月27日 

取締役会 
普通株式 637百万円   5.00円  平成23年９月30日  平成23年12月２日 利益剰余金 
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Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年12月31日） 

 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

  （注）１．各報告セグメントの主な製品・サービスは次の通りであります。 

     (1)計  測……デジタル通信・ＩＰネットワーク用測定器、光通信用測定器、移動通信用測定器、Ｒ

Ｆ・マイクロ波・ミリ波帯汎用測定器、サービス・アシュアランス 

     (2)産業機械……自動重量選別機、自動電子計量機、異物検出機 

     (3)情報通信……公共情報システム、画像集配信システム、ＩＰネットワーク機器 

       ２．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメント等であり、精密計測、デバイス、

物流、厚生サービス、不動産賃貸、人事・経理事務処理業務、部品製造等を含んでおります。  

     ３．セグメント利益の調整額△356百万円には、セグメント間取引消去66百万円、各報告セグメントに配分

していない全社費用△423百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない基

礎研究費用及び一般管理費であります。   

     ４．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 
  

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年12月31日） 

 １．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 （注）１．各報告セグメントの主な製品・サービスは次の通りであります。 

     (1)計  測……デジタル通信・ＩＰネットワーク用測定器、光通信用測定器、移動通信用測定器、Ｒ

Ｆ・マイクロ波・ミリ波帯汎用測定器、サービス・アシュアランス 

     (2)産業機械……自動重量選別機、自動電子計量機、異物検出機、精密寸法測定機 

     (3)情報通信……公共情報システム、画像集配信システム、ＩＰネットワーク機器 

     ２．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメント等であり、デバイス、物流、厚生

サービス、不動産賃貸、人事・経理事務処理業務、部品製造等を含んでおります。  

    ３．セグメント利益の調整額△404百万円には、セグメント間取引消去113百万円、各報告セグメントに配

分していない全社費用△518百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない

基礎研究費用及び一般管理費であります。   

    ４．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  （単位：百万円）

  
報告セグメント 

その他 
（注）２

合計 
調整額 
（注）３ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注）４ 

計測 産業機械 情報通信 計 

売上高                 

外部顧客への売上高  37,853    8,506    1,685    48,045    5,885  53,930  －    53,930

セグメント間の内部
売上高又は振替高 

   28  4  23  56  2,420  2,477  △2,477  －

計  37,882  8,511  1,708  48,101  8,305  56,407  △2,477  53,930

セグメント利益又は 

損失（△） 
 3,632  242  △640  3,234  1,433  4,667  △356  4,310

  （単位：百万円）

  
報告セグメント 

その他 
（注）２

合計 
調整額 
（注）３ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注）４ 

計測 産業機械 情報通信 計 

売上高                 

外部顧客への売上高  50,780    9,949    1,496    62,225    3,800  66,025  －    66,025

セグメント間の内部
売上高又は振替高 

   75  96  0  172  3,088  3,260  △3,260  －

計  50,855  10,046  1,496  62,398  6,888  69,286  △3,260  66,025

セグメント利益又は 

損失（△） 
 10,232  269  △580  9,921  612  10,533  △404  10,129
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 ２．報告セグメントの変更等に関する事項 

  第１四半期連結会計期間より、品質検査総合事業の拡大を目的として精密計測事業を産業機械事業セグメン

トに再編統合したことから、精密計測事業の区分を「その他」から「産業機械」に変更しております。 

  なお、前第３四半期連結累計期間の報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報を、

当第３四半期連結累計期間において用いた報告セグメントにより表示すると、下記のとおりとなります。 

  

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。 

  

 該当事項はありません。 

 平成23年10月27日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。  

    (イ）配当金の総額………………………………………637百万円 

    (ロ）１株当たりの金額…………………………………５円00銭 

    (ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成23年12月２日 

   （注） 平成23年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いました。 

  

 該当事項はありません。 

    （単位：百万円）

  
報告セグメント 

その他 合計 調整額 
四半期連結 
損益計算書 
計上額 計測 産業機械 情報通信 計 

売上高                 

外部顧客への売上高  37,853    9,009    1,685    48,857    5,382  53,930  －    53,930

セグメント間の内部
売上高又は振替高 

   28  4  23  56  2,420  2,477  △2,477  －

計  37,882  9,013  1,708  48,604  7,803  56,407  △2,477  53,930

セグメント利益又は 

損失（△） 
 3,632  40  △640  3,032  1,635  4,667  △356  4,310

（１株当たり情報）

  
前第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年12月31日） 

(1）１株当たり四半期純利益金額 円 銭 17 18 円 銭 46 80

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額（百万円）  2,188  5,964

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円）  2,188  5,964

普通株式の期中平均株式数（千株）  127,428  127,429

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 円 銭 15 89 円 銭 41 60

（算定上の基礎）     

四半期純利益調整額（百万円）  －  －

普通株式増加数（千株）  10,297  15,926

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要 

－  

  第８回新株予約権 

（新株予約権の数82個 

 潜在株式数82,000株） 

 第９回新株予約権 

（新株予約権の数124個 

 潜在株式数124,000株）  

（重要な後発事象）

２【その他】

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているアンリツ株式会

社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成23年10月１日から平成

23年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任  

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任  

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。           

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論  

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、アンリツ株式会社及び連結子会社の平成23年12月31日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成24年２月10日

アンリツ株式会社 

取締役会 御中 

有限責任 あずさ監査法人 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 市川 一郎  印 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 森居 達郎  印 

※１ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書

提出会社）が別途保管しております。 

※２ 四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 



【表紙】

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成24年２月10日 

【会社名】 アンリツ株式会社 

【英訳名】 ANRITSU CORPORATION 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 橋本 裕一 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 神奈川県厚木市恩名五丁目１番１号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 



 当社代表取締役社長橋本裕一は、当社の第86期第３四半期（自平成23年10月１日 至平成23年12月31日）の四半期

報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。 

  

 特記すべき事項はありません。 

  

１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２【特記事項】
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